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道内景気は、緩やかに持ち直しているものの、一部に弱い動きがみられる。

生産活動は弱含みで推移している。需要面をみると、個人消費は、スーパー販売額が前年

を上回るなど、緩やかに持ち直している。住宅投資は、前年を上回っている。設備投資は、

持ち直している。公共投資は、前年を上回っている。観光は、新幹線開業等により来道客数

は増加しているが、外国人客の伸びが鈍化している。輸出は、アジアや北米向けなどが減少

した。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は、件数が増加したものの低水準

が続いている。消費者物価は、前年を下回っている。
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１．景気の現状判断DI～４か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、６月の景気

の現状判断DI（北海道）は、前月を１．０ポイ

ント下回る４６．９となり、４か月ぶりに低下し

た。また、横ばいを示す５０を１０か月連続で下

回った。

一方、景気の先行き判断DI（北海道）

は、前月を５．４ポイント下回る４５．４となっ

た。また、横ばいを示す５０を４か月ぶりに下

回った。

５月の鉱工業生産指数は９０．２（前月比

▲３．９％）と２か月連続で低下。前年比（原

指数）では▲１．９％と１１か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、鉄鋼業、化学工

業など４業種が上昇したが、輸送機械工業、

食料品工業、一般機械工業など１２業種が低下

した。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～１４か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）
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４．乗用車新車登録台数～２か月ぶりに減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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５．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

５月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲０．６％）は、１４か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲４．６％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他のすべての品目

が前年を下回った。スーパー（同＋０．５％）

は、衣料品、身の回り品、その他の品目が前

年を下回ったが、飲食料品が前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋１．４％）

は、３２か月連続で前年を上回った。

５月の乗用車新車登録台数は、１２，２４９台

（前年比▲１．２％）と２か月ぶりに前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋１７．２％）

は増加したが、小型車（同▲９．３％）、軽乗用

車（同▲８．０％）が減少した。

１～５月累計では、７３，９１７台（前年比

▲３．０％）と前年を下回っている。普通車

（同＋１４．５％）は前年を上回っているが、小

型車（同▲７．１％）、軽乗用車（同▲１３．７％）

が前年を下回っている。

５月の札幌ドームへの来場者数は３３７千人

（前年比▲１６．９％）と２か月ぶりに前年を下

回った。内訳は、プロ野球が３１３千人（同

▲１３．７％）、プロサッカーが１１千人（同

▲６０．０％）、その他が１３千人（同▲１５．０％）

だった。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が

３１，３４４人（前年比＋２９．５％）、プロサッカー

が１０，９２０人（▲２０．０％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１６年８月号

ｏ．２４１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　道内経済の動き  2016.07.19 14.19.26  Page 2 



持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 

5

千戸 ％ 

0

1

2

3

4

-40

-20

20

0

40

43228/1121110987627/5

６．住宅投資～６か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～４か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

５月の新設住宅着工戸数は、３，６８４戸（前

年比＋３２．９％）と６か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同＋６．９％）、貸

家（同＋３６．９％）、分譲（同＋１００．４％）が、

いずれも増加した。

１～５月累計では、１２，６６４戸（前年比

＋１４．８％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋８．４％）、貸家（同

＋２２．７％）、分譲（同＋０．９％）が、いずれも

増加している。

５月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１７８，７０１㎡（前年比＋８．６％）と２か月ぶりに

前年を上回った。業種別では、非製造業（同

▲２．２％）は前年を下回ったが、製造業（同

＋２４２．６％）が前年を上回った。

１～５月累計では、６０４，４５９㎡（前年比

▲１２．３％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同＋１１２．１％）は前年を上回っ

ているが、非製造業（同▲２０．６％）が前年を

下回っている。

６月の公共工事請負金額は、１，１１８億円

（前年比＋３．３％）と４か月連続で前年を上

回った。

発注者別では、国（前年比▲６．１％）、市町

村（同▲３．７％）は前年を下回ったが、北海

道（同＋１０．２％）が前年を上回った。

１～６月累計では、請負金額４，９６６億円

（前年比＋１０．６％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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９．来道客数～１９か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～４０か月ぶりに減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出は７か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

５月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，０９８千人（前年比＋６．１％）と１９か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋０．６％）、JR（同＋８４．８％）、フェ

リー（同＋５．０％）が、いずれも前年を上

回った。

１～５月累計では、４，９１２千人と前年を

７．３％上回っている。

５月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、８３，５５１人（前年比▲１．２％）と４０か月ぶ

りに減少した。１～５月累計では、５３４，２８２

人（同＋２１．１％）と前年を上回っている。

空港・港湾別では、新千歳空港が７０，４６２人

（前年比▲１．０％）、旭川空港が５，７５３人（同

＋１０．５％）、函館空港が７，２８０人（同▲１０．３％）

だった。

５月の道内貿易額は、輸出が前年比１６．５％

減の２８５億円、輸入が同３０．６％減の７０５億円

だった。

輸出は、一般機械などが増加したが、有機

化合物や自動車の部分品、鉄鋼などが減少

し、７か月連続で前年を下回った。輸入は、

石油製品や原油・粗油、肥料などが減少し、

１０か月連続で前年を下回った。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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１２．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月連続で増加

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成22年 
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１４．消費者物価指数～１４か月連続で前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．９５倍（前年比＋０．０７ポイント）と７６か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比３．１％増加し、２か

月連続で前年を上回った。業種別では、建設

業（同＋２０．５％）、卸売業・小売業（同

＋６．８％）、宿泊業・飲食サービス業（同

＋８．８％）などが増加した。

６月の企業倒産は、件数が２２件（前年比

＋４．８％）、負債総額が１７億円（同▲７２．０％）

だった。前年に比べ、件数は２か月連続で増

加、負債総額は３か月ぶりに減少した。

業種別では、建設業が８件、小売業が４件

などとなった。

５月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０３．５（前月比＋０．１％）と３か月

連続で上昇。前年比は▲０．６％と、１４か月連

続で前年を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、６月

の動向をみると、食料品、日用雑貨等の価格

は、概ね安定して推移している。石油製品の

価格は、やや値上がりしている。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２８年４～６月期 実績

前期に比べ、売上DI（△９）は１０ポ

イント、利益DI（△６）は６ポイン

ト、それぞれ上昇した。観光関連業種が

底堅く推移するなどし、業況は持ち直し

に転じた。

２．平成２８年７～９月期 見通し

売上DI（△５）は４ポイント、利益

DI（△３）は３ポイント、それぞれ上

昇する見通し。建材・鋼材需要の下げ止

まりに対する期待などから、業況は持ち

直しの動きが続くことが見込まれる。

項 目
２５年
４～６７～９１０～１２

２６年
１～３４～６７～９１０～１２

２７年
１～３４～６７～９１０～１２

２８年
１～３４～６７～９

見通し

売上DI ９ １９ １９ １７ △１０ △１１ △１４ △２３ △９ △９ △９ △１９ △９ △５
利益DI △３ ４ １ ５ △２０ △１７ △２１ △１９ △８ △１０ △７ △１２ △６ △３

定例調査
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配付し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第６１回定例調査（２８年４～６月期実績、２８年７～９月期見通し）
回答期間：平成２８年５月中旬～６月中旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

＜図表２＞業種別の要点

要 点
（平成２８年４～６月期実績）

２７年
７～９

２７年
１０～１２

２８年
１～３

２８年
４～６

２８年
７～９

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 製造業、非製造業とも業況は持ち
直し。

売上ＤＩ △９ △９ △１９ △９ △７ △５
利益ＤＩ △１０ △７ △１２ △６ △８ △３

製造業 木材・木製品は売上DI改善。
売上ＤＩ △１１ １ △１８ △３ △４ △３
利益ＤＩ △１５ △１１ △２１ △８ △９ △２

食料品 製菓業は底堅い。水産加工は苦戦
続く。

売上ＤＩ １９ １９ ３ ０ ８ ０
利益ＤＩ １０ ２ △１３ ０ △３ １０

木材・木製品 製材業は「横ばい」が多数に。
売上ＤＩ △９ ０ △５３ ０ △１６ ６
利益ＤＩ △３２ △１５ △２６ △１２ △１７ ０

鉄鋼・金属製品・
機械 機械製造業が持ち直す。

売上ＤＩ △３２ △９ △１７ △５ △１４ △５
利益ＤＩ △３３ △２４ △１７ △８ △１７ △８

非製造業 建設関連は苦戦続く。宿泊施設は
好調。

売上ＤＩ △８ △１３ △２０ △１１ △８ △６
利益ＤＩ △９ △５ △８ △５ △８ △４

建設業 公共工事主体の業者は厳しさが残
る。

売上ＤＩ △８ △１８ △１５ △１５ △１ △１１
利益ＤＩ △１９ △１４ △１４ △１３ △９ △１３

卸売業 建材・鋼材卸は売上低調。利益は
持ち直し。

売上ＤＩ △８ △２５ △３４ △３０ △１１ △１５
利益ＤＩ △２１ △２７ △２６ △９ △２０ △７

小売業 燃料店の販売単価は前年比低下が
続く。

売上ＤＩ △２６ △３８ △２７ △１５ △２６ △１５
利益ＤＩ △２ △２ △５ △９ △１１ △１３

運輸業 原油安による利益増加続く。
売上ＤＩ △１４ ３ △７ △７ △３ ０
利益ＤＩ １９ ３４ ２８ ２１ １４ ２１

ホテル・旅館業 観光ホテルが売上を伸ばす。
売上ＤＩ ２０ １４ ６ ３９ △６ １８
利益ＤＩ ２６ １５ １８ １７ ０ １２

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４２１ １００．０％
札幌市 １６９ ４０．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８８ ２０．９
道 南 ３８ ９．０ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １３．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７０ １６．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７１０ ４２１ ５９．３％
製 造 業 ２０５ １２０ ５８．５
食 料 品 ６９ ４０ ５８．０
木 材 ・ 木 製 品 ３５ １７ ４８．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６２ ３９ ６２．９
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２４ ６１．５
非 製 造 業 ５０５ ３０１ ５９．６
建 設 業 １３６ ８０ ５８．８
卸 売 業 １１１ ６７ ６０．４
小 売 業 ９３ ５４ ５８．１
運 輸 業 ５０ ２８ ５６．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ５４ ６６．７

業種別回答状況

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

  

11 適正 83 6

17 77 6

18 72 10

24 64 12

8 89 3

26 74

8 86 6

1 89 10

16 78 6

10 88 2

100

6 94

5 87 8

3 4 3

5 4 2

△ 2 2 8

18 10 △16

5 △ 3 △ 3

4 13 14

2 4 3

△ 9 △ 3 △ 4

11 17 6

5 4 5

0 △10 0

6 5 6

2 2 10

5

11

8

12

5

26

2

△ 9

10

8

0

6

△ 3

1

6

△ 3

6

5

22

△ 2

△12

4

2

0

0

△ 3

27/7～9
在庫DI

27/10～12
在庫DI

28/1～3
在庫DI 在庫DI 在庫DI

7 適正 87 6

12 82 6

10 77 13

18 70 12

5 95

22 78

4 90 6

1 86 13

8 88 4

4 94 2

100

100

5 87 8

実施 35 実施せず 65

37 63

38 62

25 75

36 64

46 54

38 40 35

39 40 35

48 51 35

9 29 37

40 23 28

48 50 41

38 40 36

27 24 29

33 31 16

35 44 44

63 60 62

30 62 35

51 53 48

27/7～9
実施企業

27/10～12
実施企業

28/1～3
実施企業

34 66

21 79

22 78

39 61

64 36

56 44

42 58

実施 31 39 未定 30

33 36 31

33 36 31

25 38 37

28 41 31

46 25 29

30 41 29

10 57 33

27 43 30

30 32 38

59 22 19

35 29 36

45 35 20

28/4～6実績 28/7～9見通し

28/4～6実績 28/7～9見通し

過少 過多 過少過多

実施せず
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＜図表１０＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（４７％） ＋３ ４期連続で全業種中トップ。ホテル・旅館業（６７％）など５業種で半
数を超える。

�過当競争（３５％） ＋３ 小売業（５５％）、卸売業（４８％）などでウェイト高まる。

�売上不振（３４％） △５ 木材・木製品（５０％）、鉄鋼・金属・機械（４１％）で比較的高率。

�諸経費の増加（３１％） △３ 鉄鋼・金属・機械（２６％）は１７ポイント、食料品（３０％）は１０ポイン
トそれぞれ低下。

�人件費増加（２９％） ＋４ 小売業（４１％）が１１ポイント上昇するなど、非製造業でウェイト高ま
る。

�原材料価格上昇（２６％） △２ ４期連続で低下するも、運輸業（３９％）は原油価格への警戒感が残
る。

＜図表１１＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
①
４７
（４４）

②
３９
（３５）

①
５３
（３５）

２５
（３３）

②
３９
（３９）

２６
（３２）

①
５０
（４８）

①
６４
（６１）

２７
（２５）

②
５１
（４０）

①
６４
（７６）

①
６７
（７１）

①
４５
（４２）

�過当競争
②
３５
（３２）

２０
（１８）

１５
（１３）

１９
（２８）

１８
（２１）

③
３０
（１４）

②
４１
（３８）

②
４６
（４２）

①
４８
（４３）

①
５５
（５１）

１１
（１７）

１７
（１２）

③
３３
（３３）

�売上不振
③
３４
（３９）

①
４１
（４２）

２５
（３０）

①
５０
（５６）

①
４１
（３６）

①
６１
（５９）

③
３２
（３８）

③
４０
（３８）

②
４０
（４９）

２９
（４０）

１４
（１７）

２２
（２９）

２４
（３７）

�諸経費の増加 ３１
（３４）

３１
（３６）

③
３０
（４０）

②
４４
（２２）

２６
（４３）

③
３０
（３２）

３１
（３４）

３１
（３３）

③
３３
（３４）

２９
（３２）

③
２９
（２４）

③
３３
（２９）

３１
（４４）

�人件費増加 ２９
（２５）

２４
（２４）

２３
（２８）

１９
（－）

２１
（３９）

②
３５
（１８）

３１
（２６）

３４
（３３）

１８
（１４）

③
４１
（３０）

２５
（１０）

２２
（２９）

②
３９
（３５）

�原材料価格上昇 ２６
（２８）

③
３７
（４７）

②
４８
（６０）

②
４４
（５６）

③
３３
（２９）

２２
（４１）

２２
（２１）

２３
（２０）

２２
（２９）

１８
（１３）

②
３９
（２１）

②
３９
（４７）

１０
（１２）

�販売価格低下 １６
（１８）

１６
（１７）

１０
（１０）

１９
（１７）

１３
（２５）

③
３０
（１８）

１６
（１８）

１１
（１３）

３０
（３５）

２２
（２３）

－
（－）

６
（６）

１４
（１４）

	価格引き下げ要請 １０
（９）

１４
（７）

１３
（３）

６
（０）

２１
（１４）

１３
（１４）

８
（１０）

８
（１２）

１２
（１９）

２
（２）

４
（７）

－
（６）

１６
（７）


資金調達 ７
（５）

９
（６）

１３
（８）

－
（６）

１０
（４）

９
（５）

５
（５）

９
（５）

５
（５）

４
（８）

４
（－）

６
（１２）

４
（５）

�設備不足 ６
（７）

１０
（１１）

１３
（１０）

－
（１１）

１３
（１１）

９
（１４）

４
（５）

３
（１）

３
（３）

４
（４）

４
（１０）

１７
（１８）

４
（７）

�代金回収悪化 １
（２）

－
（２）

－
（５）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

１
（３）

－
（－）

６
（１１）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

その他 ５
（３）

８
（７）

１０
（１０）

－
（－）

５
（４）

１３
（１４）

３
（２）

４
（３）

６
（３）

４
（－）

－
（－）

－
（－）

２
（２）

＜図表１３＞地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２７年
７～９１０～１２

２８年
１～３４～６７～９

見通し

２７年
７～９１０～１２

２８年
１～３４～６７～９

見通し

２７年
７～９１０～１２

２８年
１～３４～６７～９

見通し

全 道 △９ △９ △１９ △９ △５ △１０ △７ △１２ △６ △３ ３８ ４０ ３５ ３５ ３１（３０）

札幌市 △４ △５ △２５ △１３ △７ △６ △３ △１７ △１１ △５ ４０ ４３ ３７ ３９ ３６（２４）

道 央 △４ △１ △８ ０ １ ０ １ ７ ８ ９ ４７ ４３ ４０ ４１ ３３（３４）

道 南 △５ △１１ △１７ △３ △８ △９ △５ △１７ ５ △８ ２７ ３２ ２３ ２２ ２２（４３）

道 北 △２７ △２５ △２４ △１３ ０ △２５ △１６ △１７ △７ △２ ３２ ３４ ４２ ３４ ２４（３３）

道 東 △１６ △１８ △１８ △９ △１１ △２５ △１８ △１７ △１６ △１３ ３２ ３９ ２７ ２６ ２６（２８）
（ ）内は設備投資未定企業

＜図表１２＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査
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今回の調査では、道内企業の業況は持ち直しに転じました。観光関連業種が新幹線開業の

恩恵を受けているほか、道央圏の民間投資需要を取り込み、売上を伸ばした企業もありまし

た。一方、人口減や公共投資減少などを背景に苦戦が続く企業も依然多いようです。人手不

足が続く中で、受注取りこぼしや納期の遅れなど経営への影響も出てきており、企業では社

員育成に力を入れるなどの対策に乗り出しています。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品

３．鉄鋼・金属製品・機械

＜水産加工業＞

主原料のすり身価格が上昇し原価率が悪化

している。今のところ価格引き上げは考えて

おらず、極力原料在庫を持たないよう心掛

け、価格安定を待っている。

＜水産加工業＞

年初からの人手不足感が一層進み、求人に

対する応募が無い状況が続いている。賃上げ

にも限度があり、労働力の維持が難しい。

＜水産加工業＞

原材料仕入れ価格が高騰しており販売価格

を改定した。また、経費項目の中では、本州

方面への輸送コストが増加している。

＜食料品製造業＞

直営店の移転改装による今後の効果に期待

している。今年度は補助金も活用し、生産性

向上やエネルギーコスト削減を目指した設備

更新を行いたい。

＜製材業＞

昨年より売上不振が続いている。自社製品

の情報発信に努め、小口先も大切にすること

とし、売上確保に努める。

＜金属製品製造業＞

公共工事関連の受注は前年並みを確保でき

そうだが、利益率を高めるためには、工程管

理を徹底して無駄のない動きとしなければな

らない。

＜金属製品製造業＞

人手不足によって受注を取りこぼしてい

る。あらゆるところに求人を出し、人材確保

を目指す。

＜機械器具製造業＞

受注状況は好調に推移しており、食品加工

機械の引き合いも増加している。中堅エンジ

ニアの人材不足が課題であり、若手社員育成

や中途採用を強化する。

＜機械器具製造業＞

原油価格下落等により取引先の収益が改善

したことを主な要因として受注が好調であっ

た。反動で７月以降の受注に陰りが見え、不

安材料である。

経営のポイント

人手不足への対応として社員育成に力
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

＜コンクリート製品製造業＞

熊本の震災が今後の公共工事予算に影響を

及ぼさないか心配している。なんとか地元に

仕事が増えるよう、行政と知恵を出し合い地

域を活性化させたい。

＜印刷業＞

道内での仕事は、経済状態からみても現状

維持が続くと思われる。業績を伸ばすため、

東京など首都圏で販路拡大による受注増加を

目指していく。

＜建設業＞

札幌市内では大型工事も出てきており、景

況感は多少上向き。道内で賑わいを見せてい

るのは函館と札幌くらいで、過疎化で苦しむ

町も少なくない。何か地域活性化できる方策

があればと考える。

＜建設業＞

作業員が不足しており人員確保が課題。ま

た、建設業界では社会保険未加入問題があ

り、来年３月末までに全ての協力会社に加入

を促進しなければならない。

＜建設業＞

新幹線開通により関連工事が一段落。公共

工事予算も道路トンネルの比率が高く、実質

的な工事量は減少傾向にある。地道な営業活

動を主体に、外部人材も登用して受注確保を

目指す。

＜建設業＞

今年度の公共工事は受注減の見通しであ

り、民間大型工事の受注に注力している。ま

た、春先に受注した工事については、利益確

保のため下請け業者の見直しを行っている。

＜建設業＞

今年度は地域の景気が好転する要素が少な

く、民間も落ち込んでいるので、公共工事を

中心に進めなければならない。工事受注に向

けて営業力強化に努めたい。

＜建設業＞

公共工事減少により土木工事の受注が思わ

しくない。一方、建築工事は民間を中心に需

要旺盛で、他部門の不振をカバーしている。

今期は民間工事受注に向けた営業を活発化さ

せる。

＜建設業＞

管内の土木公共事業が大幅に減少したこと

から、管外進出を余儀なくされている。協力

業者等の手配や外注単価の折衝が今後の課題

である。

＜住宅建築業＞

社内、協力業者ともに人手不足が大きな問

題。人材確保に向けできることは色々行って

いくが、有効な策は見いだせず、今いる社員

の流出を防ぐ。

経営のポイント
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６．卸売業 ７．小売業

＜鋼材卸売業＞

道内の建設需要に大幅改善は見られないも

のの、緩やかにではあるが回復基調と感じら

れる。依然、過当競争が大きな課題である

が、適正在庫維持や経費見直しにより利益率

は改善方向にある。

＜鋼材卸売業＞

鉄スクラップ価格が急騰し、鋼材の製品単

価も上昇している。仕入価格高かつ販売価格

安で改善が求められる。

＜建材卸売業＞

消費者の購買意欲は悪いと感じている。壊

れてしまったもの以外はリフォームも控えて

いるようだ。当面は経費を抑えて、消費動向

が良くなるのを待つ。

＜建材卸売業＞

当社の地域では比較的仕事はあり業況は安

定しているが、地元業界では大手ホームセン

ターの進出などにより同業者の縮小、撤退が

相次いでいる。

＜機械器具卸売業＞

昨年度に契約した分が売上計上されている

が、７月からは減収に転じる見通し。消費税

率引き上げの方向性も見極めようとするムー

ドがあり、実需は停滞気味で推移している。

＜包装資材卸売業＞

段ボール製品などの販売が減少傾向にあ

り、化成品を中心とする一般包材や物流資材

等の販売比率が増している。時代のニーズに

合わせた商品企画、開発を進めていく。

＜眼鏡店＞

最近の売上は横ばい傾向にある。商品構成

のマンネリ化への対応や広告宣伝の改善が必

要である。

＜書店＞

売上は減少しているのに、人件費だけが上

がりすぎている。

＜自動車販売店＞

昨年度、これまでにない規模で営業社員研

修を行った。比較的短期間で成果が現れ、業

績伸長に結び付いた。今年度は管理職向けの

研修を行う予定で、管理能力や指導力の向上

に期待している。

＜燃料小売業＞

電気、ガスの自由化とともに競争は更に激

化すると思われる。様々な変化に対応できる

ように備えなければならない。

＜燃料小売業＞

原油価格が底を打ち、今後上昇に転じると

思われる。現在は円高で相殺されているが、

原油高、円安になった際に仕入価格上昇分を

転嫁できるか心配している。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１６年８月号
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８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

＜運輸業＞

建設業者相手の仕事が多く、札幌圏の仕事

は順調であるが、地方では下火なので不安が

残る。

＜運輸業＞

鋼材を中心に取扱量が減少しているうえ、

今後の回復もさほど期待できない状況が続い

ている。また、協力会社のドライバー不足も

顕著になっており、人繰りに苦労している。

＜バス会社＞

原油価格が現在の状態で安定してほしい。

人材確保が厳しい状況が続いており、路線維

持にも懸念が出てしまう。

＜観光ホテル＞

海外からの入り込みが好調である。円安に

より海外客の宿泊単価は上昇したが、今後の

為替状況によってはこれまでのように単価が

上がらないと考えている。

＜自動車整備業＞

整備士不足が続いている。受注が順調な

分、人手不足が影響して納期が遅れてきてい

る。

＜建設機械器具リース＞

公共工事が減少傾向にある中で、いかに売

上増加を図るかが今後の課題。効率、採算重

視を目標として、選別受注を心掛けて収益向

上につなげていく。

＜観光施設＞

新幹線開業の恩恵を受けて順調に来場客数

が伸びており、今年一杯はこの傾向が続くと

思われる。一方で、人材の募集をかけてもな

かなか応募が無いことが課題。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１６年８月号
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１６年８月号

≪ポイント≫

○物流業界は過当競争により運転手の負担が増す一方、安全対策の厳格化と広域分散で陸上輸

送への依存度が大きいという道内の地理的条件が相まって運転手不足に直面している。

○これに対し、事業者の自助努力として「地方での物流センター設置による運転手の負担軽

減」「道外へのリクルート拡大」「運転手のイメージアップ」など人材確保に向けた対策をとる

動きや、行政面のサポートもみられる。

○今後は、「外国人材の活用」や「自動運転等の革新技術導入」の検討の必要性が高まろう。

１．深刻さを増す道内の人手不足

本年４月に北洋銀行が行った「平成２８年度道内企業の雇用動向調査」では、従業員の過不足感

を示す雇用人員判断DI（「過剰企業の割合」―「不足企業の割合」）は▲３９と前年同期の調査か

ら６ポイント低下し、平成４年以来２４年ぶりの水準となった。日本が活況に沸いたバブル期直後

の水準となり、企業の人手不足感は一段と強まっている。なかでも、運輸業、ホテル・旅館業、

建設業の人手不足感が特に強い。今回は道内物流業界における運転手不足の現状と対応の動きを

紹介し、あわせて今後検討が必要な対応について考えてみたい。

＜図表１＞従業員の過不足感（雇用人員判断DIの推移）

（出所）北洋銀行「平成２８年度道内企業の雇用動向調査」より抜粋

＜図表２＞物流業者の『生の声』

■２７年度は新規採用者の辞退が相次ぎ、目標の人員の確保ができず。２８年度も苦戦

■人手不足も問題だが、雇用を増やすことによる収益への影響も無視できない
（出所）北洋銀行「平成２８年度道内企業の雇用動向調査」より抜粋

レポート

道内物流業界における運転手不足の現状と対応
株式会社北海道二十一世紀総合研究所
調査研究部 主任研究員 菅原 淳
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２．道内物流業界の現況

競争激化⇒運転手負担増⇒事故多発⇒法令厳格化⇒競争激化⇒運転手負担増の悪循環

新千歳空港や苫小牧港への貨物集約化による輸送距離の増加が運転手負担増に拍車

荷受料金の価格低下による高速道路の利用回避が運転手負担を増大

物流は生産者と消費者の空間的な隔たりを結ぶ、経済活動の基幹となるツールの一つである

が、人口減少・少子高齢化を背景とした取扱物量の減少、需要の変化、規制緩和等によって、荷

受価格の引き下げ競争が激化している。競争激化はサービスの質に影響し、運転手の負担増に伴

う事故の多発、事故再発防止のための法令厳格化がさらに競争激化や運転手の負担増を招き、そ

れが事故につながるという悪循環に陥っているとの指摘がされている。

道内においても状況は同様であるが、元来広域分散地域で輸送距離が長くなりがちな地理的条

件に加え、貨物集約による効率化や航空機材小型化による航空貨物の取扱量の減少によって、新

千歳空港と苫小牧港への貨物集約が進み輸送距離の増加に拍車がかかっている。貨物集約化は、

道央圏から遠方にあり、農畜産物等の食糧供給基地として知られる道東地域等からの輸送にも影

響を及ぼしている。高速道路ネットワーク整備は進んできてはいるものの、競争激化による荷受

料金の価格低下によって高速道路を利用できず、コスト削減のため一般道を利用せざるを得ない

ケースもみられる。

３．運転手不足の背景

労務規程厳格化により一人の運転手に長距離運転を委ねることが困難化

競争激化に伴う収益悪化により、待遇面での好条件の提示困難

道内物流は農作物収穫期がピークで繁閑のギャップも大きいが、ピークに合わせる経営上の

余力なし

重労働のイメージ。トラックの免許取得年齢引き上げによる絶対数不足

前述のとおり物流業界は運転手不足が深刻である。あわせて高齢化も業界における大きな問題

となっている。

事業者側からみると、事故多発に伴う労務規程の厳格化などにより、一人の運転手に長距離運

転を委ねることができなくなっていることや、輸送形態の複雑化などにより運転手への需要はあ

るものの、競争激化に伴う収益悪化により待遇面で良い条件を提示するのは難しくなっている。

この他、北海道の物流は農産物が収穫期を迎える秋口に極端に大きなピークを迎え、他の時期と

のギャップが大きいという構造的な問題があり、ピーク期に合わせた人材確保を行うと、他の時

期には逆に運転手が過剰となり、経営にも影響してくる。

一方、労働供給側からみると、長距離運転や拘束時間の長さ、積替時の負担といった重労働の

イメージが根強いこと、２００７年の中型免許制度の導入で、いわゆる４tトラックを運転できる年

齢が１８歳以上から２０歳以上に引き上げられ高卒新卒者の職業選択の関心低下を招いたこと等によ
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募集地域および対象者の拡大 ・道内から全国に拡大
・未経験者の採用・育成。外国人材の活用も議論

運転手の負担軽減 ・物流センター設置、共同輸送による効率化、近隣港湾から
の移出

イメージアップ ・長時間運転排除、日帰り可能な労働条件の周知
革新技術の導入 ・将来的な自動運転技術の導入検討
行政によるサポート ・高速道路ネットワークの整備

・高速道路利用料金の値下げ
・運転免許制度の改正

り、事業者が求める人員規模の運転手希望者がおらず、絶対数が不足している状況にある。道東

のトラック事業者へのヒアリングによると、運転手を募集しても応募してくるのは若くても４０歳

代以上で、若年層からの応募はほとんどないという状況とのことであった。また、経験者を募集

しているが、他社から引き抜いたと誤解されトラブルに発展することのないよう、採用にあたっ

ては慎重に職歴を応募者に確認するそうである。

以上のように、運転手への需要が供給を上回る状況がこのまま継続するようであれば、時間の

経過とともに運転手の確保は更に難しくなっていき、最悪の事態として「運ぶモノがあっても運

ぶヒトがいない」ということにもなりかねない。これは北海道の経済活動を維持する上で避けな

ければならない事態である。

４．運転手不足解消に向けた対応

運転手不足解消に向けた対応として、既にはじまっている対応および今後検討すべき対応とし

て、以下５点を示す。

１点目は、「募集地域および対象者の拡大」である。道東のトラック事業者は、運転手募集を

東京の支社を通じて行っており、全国から運転手を募集する例もみられる。また、物流事業者で

はないが、同様に運転手不足の問題を抱える東京のバス事業者では、従来の経験者のみ募集する

という方式を転換し、大型第二種免許取得者であれば未経験者でも採用し、社内教育を経て実務

を担うことにしたケースもあり、物流事業者においてもこうした動きが波及していくことが考え

られる。この他、中長期的な取組となろうが、外国人材の活用も議論されている。現時点におい

て、海外から外国人労働者を呼び寄せて国内で仕事をしてもらう方法は、「就労を伴う在留資格

を取得させる」か、「外国人技能実習生を受け入れる」かのいずれかである１。前者の就労を伴う

在留資格について、現時点で運転手は対象に含まれておらず就労させることは事実上不可能であ

るが、海外に現地法人を設立し、運転手を育成して当該国で勤務してもらい、将来日本国内での

就業が可能となった場合は日本で勤務してもらうことを想定している事業者もみられる。後者の

外国人技能実習生についても、現状では受入対象職種に運転手は含まれていない。しかし、最近

１厳密には外国人技能実習生は、日本の技術を習得し母国に持ち帰るための制度に基づき「特定活動」という
在留資格により国内滞在を許可されており、労働者には含まれない。
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は外国人技能実習制度の対象業種が従来の農林水産業や製造業等に加え、サービス業にも拡大し

つつあることから２、将来的に運転手も対象に含まれる可能性もあると考えられる。

２点目は、「運転手の負担軽減」である。前述のとおり、新千歳空港や苫小牧港への貨物集約

が運転手の負担増につながっているが、最近になって物流の効率化と運転手の負担軽減を目的

に、釧路と苫小牧の中間地点になる帯広近郊に物流センターを設置する動きがみられる。この

他、共同輸送による効率化、近隣港湾からの移出（例：積出港を苫小牧港から釧路港に変更し輸

送時間を軽減する）といった取り組みもみられる。

３点目は「イメージアップ」である。かつて、長距離運転手は不眠不休で運転、泊まりが続き

なかなか家に帰れないといったことが現実としてあったことから、今でも同じ状況ではないかと

考えている向きもある。しかし、労務規程の厳格化やコンプライアンス強化といった世相の変化

により、労働環境は改善されており、イメージ払拭に向け、長時間運転はさせないこと、日帰り

できることといった労働環境の周知・啓蒙も重視されるようになってきている。

４点目は「革新技術の導入」である。例えば、自動運転技術の導入が検討され、開発が続けら

れている。これは全国的な展開をみせており、今後の安全確保技術の進化によって導入実現可能

性が高まっていくと考えられる。一部、積雪寒冷地である北海道での適用は難しいのではないか

とする向きもあるが、現時点での認識として、少なくとも雪が少ない高速道路であれば北海道で

も適用可能ではないかと考えられている。

５点目は「行政によるサポート」である。平成２９年６月までに免許制度を改正し、準中型自動

車（車両総重量３．５t以上７．５t未満）免許を創設し、受験資格を１８歳以上とすることで高卒新卒者

の雇用促進を促すことが予定されるなど、行政面のサポートも行われているが、高速道路ネット

ワークの整備、高速道路利用料金の値下げ、一次産品の加工等高付加価値化による繁閑ギャップ

の軽減（現行、収穫期に貨物が集中する傾向）といったサポートや取り組みを進めていくことも

必要と考える。

５．おわりに

これまでみたように、運転手不足は事業者、ひいては北海道の物流そのものの存続にかかわる

深刻な問題であり、事業者としても喫緊の対応が必要である。業界の自助努力に加え、物流事業

者の存続や運転手の確保に寄与する官民をあげたサポートや戦略的な取り組みが運転手の安定的

な確保につながるものと考える。

２平成２８年４月より、受入対象業種にビルクリーニング、自動車整備が追加された。
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近年、道産ワインに対する関心が高まってきています。北海道は、日本有数の醸造用ブド

ウの産地であり、その品質の良さから、道外からもワイン造りを目指した人材が集まってき

ています。今回は、東京から新たにワイナリー事業に参入し、農業再生、地域活性化を目指

すDACグループの取り組みをご紹介します。

１．北海道のワイン産業の現状

（１）ワイン醸造用ブドウの収穫量は全国第２位

農林水産省の特産果樹生産動態等調査によると、２０１３年の北海道の醸造用ブドウの収穫量は、

１，５２７．６トンで長野県に次いで全国第２位であり、日本全体の醸造用ブドウの約３０％を占めてい

ます。

北海道の夏は、昼夜の寒暖差が大き

く好天に恵まれ梅雨がないこと、また

畑が自然に囲まれ、乾いた風が吹くた

めブドウが病害の影響を受けにくいな

どの理由から、醸造用ブドウ栽培に適

した土地として注目されています。北

海道は北緯４２～４５度に位置しており、

フランスやドイツなどの世界有数のワ

イン産地と緯度が近く、冷涼な気候が

似ていることなどから、主にヨーロッ

パ系のブドウの栽培が盛んです。近

年、北海道のワインは、国産ワインコンクールでの受賞が増えており、ワインと共に醸造用ブド

ウの品質の評価も高まっています。

（２）道内ワイナリーは増加傾向

北海道のワイン造りの歴史は、明治８年（１８７５年）に北海道開拓史が札幌市苗穂にブドウ園を

開き試験栽培を始めたことに遡ります。その後、明治政府の政策の転換により一時的にワイン生

産が途絶えましたが、１９６４年に北海道のワイン造りのパイオニアとなる「池田町ブドウ・ブドウ

酒研究所」が設立され、寒冷地でも生育が可能な品種の開発に成功しました。その後１９７２年に

「富良野市ぶどう果樹研究所」、１９７４年に「北海道ワイン」が設立され、ヨーロッパ系品種が続々

と輸入されるようになり、７０年代に現在のワイン造りの基盤が固まりました。

地方創生×北洋銀行

ワイナリー事業で地域活性化を！
～DACグループの取り組み～

株式会社北洋銀行 地域産業支援部
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地方創生×北洋銀行

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１６年８月号

マオイワイナリー(長沼町) 

はこだてわいん
(七飯町) 

・NIKI Hillsヴィレッジ 

・ベリーベリーファーム＆ 
　ワイナリー仁木 

・余市ワイン 

・リタファーム＆ワイナリー 

・Domaine Takahiko 
 （ドメーヌ タカヒコ） 

・登醸造 

・OcciGabi Winery 
 （オチガビワイナリー) 

・Domaine Atsushi Suzuki 
 （ドメーヌ アツシ スズキ） 
・平川ワイナリー 

余市町

千歳ワイナリー 
（千歳市） 

・ばんけい峠のワイナリー 
・さっぽろ藤野ワイナリー 
・八剣山ワイナリー 

農楽蔵 
（函館市）

池田町ブドウ・ブドウ酒研究所（池田町） 

奥尻ワイナリー 
（奥尻町） 

富岡ワイナリー 富岡ワイナリー 富岡ワイナリー 
（乙部町） 

・宝水ワイナリー 
・１０R（トアール）ワイナリー 

岩見沢市

・TAKIZAWA WINERY 
（タキザワワイナリー）

・YAMAZAKI WINERY 
（ヤマザキワイナリー）

三笠市

仁木町

札幌市

（洞爺湖町）（洞爺湖町）（洞爺湖町）

富良野市ぶどう果樹研
究所（富良野市） 

小樽市
・北海道ワイン 
・OSA WINERY
　（オサワイナリー） 

松原農園 
(蘭越町) 

月浦ワイン醸造所月浦ワイン醸造所

醸造開始年 ワイナリー名 所在地 ブランド名
２０００年 月浦ワイン醸造所 洞爺湖町 月浦ワイン
２００１年 ばんけい峠のワイナリー 札幌市 ばんけい峠のワイン
２００２年 YAMAZAKI WINERY（ヤマザキワイナリー） 三笠市 YAMAZAKI
２００６年 マオイワイナリー 長沼町 菜根荘ワイン
２００６年 宝水ワイナリー 岩見沢市 RICCA
２００８年 奥尻ワイナリー 奥尻町 OKUSHIRI
２００９年 ベリーベリーファーム＆ワイナリー仁木 仁木町 ORGANIC WINE
２００９年 さっぽろ藤野ワイナリー 札幌市 さっぽろ藤野ワイン
２０１０年 Domaine Takahiko（ドメーヌ タカヒコ） 余市町 ナナ・ツ・モリ
２０１１年 八剣山ワイナリー 札幌市 Kanonz
２０１２年 １０Rワイナリー 岩見沢市 上幌ワイン
２０１２年 農楽蔵 函館市 ノラ・ブラン
２０１３年 リタファーム＆ワイナリー 余市町 風のヴィンヤード
２０１３年 OcciGabi Winery（オチガビワイナリー） 余市町 OcciGabi
２０１３年 TAKIZAWA WINERY（タキザワワイナリー） 三笠市 TAKIZAWA WINE
２０１４年 松原農園 蘭越町 松原農園ミュラー・トゥルガウ
２０１４年 登醸造 余市町 登醸造
２０１５年 Domaine Atsushi Suzuki（ドメーヌ アツシ スズキ） 余市町 Acchi Rouge
２０１５年 平川ワイナリー 余市町 平川ワイン
２０１５年 OSA WINERY（オサワイナリー） 小樽市 O、I、tabi など
２０１５年 NIKI Hillsヴィレッジ 仁木町 HATSUYUKI

北海道の主なワイナリー（※ヴィンヤードを除く）

２０００年以降設立のワイナリー

新たな流れが生まれたのは２０００年以降です。現在、道内には２８軒のワイナリーがありますが、

そのうち２１軒が２０００年以降に設立されています。中でも、道内ワイナリーの増加が著しいのは後

志地方で、約半数の１０軒を占めています。現在、醸造用ブドウの収穫量が全道一を誇る余市町と

今後さらなるワイナリーの増加が見込まれる仁木町が連携し、「余市・仁木ワインツーリズム・

プロジェクト」が展開されています。
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地方創生×北洋銀行

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１６年８月号

挑戦１ 農業への参入

・１３０年続く豊かな果樹園、高い果樹栽培技
術は仁木町の財産であり、守っていきたい。
・農業経営経験はないが、２０１４年１０月に農業
生産法人㈱NIKI Hillsファームを設立、土
地７２，０００坪を取得。
リンゴ園、サクランボ園、食用ブドウ園、
食用梅園を引き継ぐ。
・２０１６年６月、ワイン用ブドウ園の苗植付け。
・２０１８年６月、四季折々の自然な風景が楽し
めるナチュラルガーデン完成予定。

挑戦２ ワイナリー複合施設の造成

・農業の再生には、農産物の高付加価値化が
必要であり、ワインを造り販売していきた
い。
・６次産業化推進のため、２０１５年１月に一般
農業法人㈱NIKI Hillsヴィレッジを設立。
・２０１５年７月、６次産業化事業会社認定。
・２０１５年１０月、ワイン醸造所、地下ワイン貯
蔵庫完成。
・２０１８年５月、レストラン・研修宿泊施設
オープン予定。

【DACグループ】（代表 石川和則）
１９６２年創立、２０１４年度年間売上１００億円。㈱デイリースポーツ案内広告社を中核として、８
社の広告会社で構成されるグループ企業。２０１４年に仁木町に農業法人NIKI Hillsファーム、
２０１５年に一般農業法人NIKI Hillsヴィレッジを設立。

【仁木町の概要・課題】
・仁木町は札幌市まで約６０kmに位置する人口約３，４００人の自然豊かな農業の町で、米やサク
ランボ、リンゴの生産が中心。
・農家の後継者不足、農業従事者の高齢化により耕作放棄地が増加しており、その拡大防止
と再生が課題。
・新規就農者など多様な担い手の育成・確保、傾斜地や湿田での栽培に適する醸造用ブドウの
導入支援、地元農産物を活用した６次産業化による付加価値の創出に向けた取組みを推進。

【DACグループ石川代表の思い】
・自社の研修施設を作るために立ち寄った仁木町
・熱き夢を抱く方々との出会い
① 「余市・仁木町に日本のナパバレー※１を作りたい」という夢を
持つワイナリー会社の社長

② 「農業で稼げる町」「広域での地域振興」を理念に掲げる仁木町長
・石川代表の決意
「少子高齢化、離農の危機に直面しているこの地で町おこしに挑戦する」と、ワイン造
りを通じた地域活性化への取り組みを決意。

・石川代表の夢
余市・仁木地区ワインバレー※２を作り、農業を再生し、ワインツーリズム※３の楽しさを
発信し、観光客が集まる賑やかな町づくりを実現すること。

※１ ナパバレー：米国カリフォルニア州北部のワイン産地。ナパ川に沿って大小約４００のワイナリーが点在し、年間約５００万人の
観光客が訪れる。

※２ ワインバレー：ワイナリーの集積地。ワイナリーを主として、レストラン、宿泊施設、ショップなどが集まる観光地。
※３ ワインツーリズム：ワイナリーを巡り、その土地のワインや食事、景観などを楽しむ旅行のスタイル。欧米などのワイン産

地では定着している。

２．事例紹介 ～ワインと観光による地域活性化への取り組み～ DACグループ
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地方創生×北洋銀行

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１６年８月号

・ワイン醸造
・地元食材を利用した
メニュー開発

北洋
銀行

出資 出資

出資 

地場 
農産物 
販売 

・6次産業化支援 
・融資支援 

【事業内容】 

・果樹園運営 
・契約農家からブドウ買付 
・ブドウ自家栽培 
・ナチュラルガーデン運営 

【事業内容】 

・ワイン醸造 
・レストラン運営 
・研修宿泊施設運営 
・ショップ運営 

販売 

観光客誘致 
プロモーション 

加 工（２次産業） 流通・販売（３次産業）

・ワイン販売
・レストラン事業開始
・ﾅﾁｭﾗﾙｶﾞｰﾃﾞﾝ事業開始

地場農産物の
高付加価値化

地域の新たな
事業・雇用創出

地域ブランドの
普及促進

観光客の誘致
交流人口の増加

生 産（１次産業）

・地元ぶどう供給
・地元野菜・果樹供給

 

【事業モデル図】

３．おわりに

近年、道内では、新しいワイナリーが続々と誕生しています。中でも、道内屈指の果樹栽培地

で上質の醸造用ブドウが収穫される余市・仁木地区は、ワイナリー起業家の注目を浴びている地

域です。

DACグループは、その仁木町を舞台に、総事業費１０億円を超える６次産業化事業と観光地づ

くりにチャレンジしていきます。２０１８年にワイナリー複合施設が完成し、仁木町に新たな観光名

所が誕生します。地元産のワインや料理、景観を楽しむ観光客が集まることで、町の活性化が期

待されます。

本事例は、ワインを核にブランディングに挑戦し、域外から人の流れをつくることで需要を呼

び込む取り組みであり、まさに北海道の強みである「食・農業」と「観光」を融合した地域活性

化事業といえます。
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アジアニュース

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１６年８月号

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ３８６ ４６～１８８ ２３４ ２０２ １０８～１８４

牛乳 １リットル 現地産 ２０４～４３１
２９

（２４３ml）
１１１

２３３
（８３０ml）

１３７～１８４

じゃがいも ０．５kg 現地産 １５２～１８５ １３～７５ １７５
１３７

（アメリカ産）
６３

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １９１ ２５９
２５７

（１個）
６１

（１個）
１０４

エジプト産

小麦粉 １kg １６９ １５３ １２８ １９１ ９５

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １１１ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８５ １４３ ２８２ ２７３

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８３ １００ ２１９ １１４ ４０５

ミネラルウォーター ５５０ml ２７ ２３ ２０ １３７ ２５～７４

コーラ ３３０ml コカコーラ ３４ ２７ ４１ ６１ ８１

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２６２ ２７８ ５８６ ４３５ －

タクシー初乗り ２１６ １５４ ９９ ２９７ ３０７～４０５

ガソリン １リットル レギュラー １１６ ８９ ９３ １４８ ６５

トイレットペーパー １０巻 日本製
５１０

（現地製４巻）
４７８

４１８
（現地製）

５３１
２５５

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１３７

（現地製）
６８

（現地製）
２７８ ２５５ １４７

洗濯洗剤 １kg 日本製
２０９

（現地製）
１９９

（現地製）
３４５ ２０７ ６３１

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １５４ ２３２ ２３４ ３０５ ３２４

電気料金 １kwh 住居用 ９ ７ ４３ １４ ６

水道料金 １� 住居用 ２９ ４７ ２９ ８９ ５１

新聞 １部 一般紙 １５ １５ １４ ８４ ４５

バス 市内均一区間 ３０ １５～３０ ２３ １０６～１６８ ３２

地下鉄 初乗り ４６ ３０－１０８ ６４ １０６～１１４ －

携帯

機種 iPhone６６４G ９４，０５７ ９４，１８１ ８６，１４２ ４２，８６６ ７７，７４３

基本料金／月 ７１１ ８９７ ２，３４４ ３，２７７ １，９４４

通話料金／分 ３ ３ ２ １２ １

映画チケット 大人１名 時間帯により変動８５０～２，１６５９２８～１，２３７５８６～１，３１８ ９９３ ２７５～７２９

現地価格調査（２０１６年７月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１６年６月３０日仲値
１中国元＝１５．４７円 １タイバーツ＝２．９３円 １シンガポールドル＝７６．４１円 １ロシアルーブル＝１．６２円
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― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１６年８月号

経済コラム 北斗星

「空港民営化」の鍵を握る観光振興策
関西空港、仙台空港に続いて、福岡、高松など国が運営管理を行う空港の民営化の動きが

活発化してきている。北海道においても、年初来急速に民営化機運が盛り上がり、３月に

は、国管理の新千歳、函館、釧路、稚内の４空港を一括民営化（いわゆるバンドリング）す

る方向で、国と道の基本方針が確定した（このほか、市管理の帯広、旭川、道管理の女満別

の３空港のバンドリング参加の可能性も検討する含み）。今後、国は２８年度中に地元の意見

の聴取を行ったうえで、２９年度には審査・入札条件を決定することとなっている（東京オリ

ンピック開催の３２年度スタートを想定）。

この間、空港民営化問題に対する北海道経済界の動きを見ると、北海道経済連合会（道経

連）が３月２５日に、北海道商工会議所連合会（道商連）が５月１２日にそれぞれ意見書を公表

した。また、上記２団体のほか、北海道経済同友会と北海道観光振興機構を加えた経済４団

体は、空港民営化に関する地元北海道の要望事項や提言の取りまとめを期して、５月２４日に

４団体連合で「道内空港民間委託研究会」を発足させ、会員募集の開始に着手した。本研究

会は、７月以降６回の会合を予定、要望・提言の取りまとめを図ることとしている。このよ

うな４団体合同の研究会の立ち上げは、これまでそうした例はなく、いわば北海道経済界挙

げての本問題に対する積極的な取り組み姿勢を示したものであり、正に画期的な出来事とし

て高く評価される。

ところで、空港民営化の狙いは、国士交通省の資料によれば、①管制等を除く空港事業と

空港ビル管理等の空港関連事業との経営一体化を図り、②全国一律のプール管理（着陸料な

ど）を改め、地域特性に応じた個別空港ごとの経営を確立し、③民間資金、民間の経営能力

の活用による空港経営の合理化、効率化を推進することにある。さらに、北海道についてい

えば、複数空港の一括民営化により地域経済の活性化、とりわけ北海道の観光等の国際競争

力の強化を図ることが期待されている。

こうした事情もあって、巷間「空港民営化に伴い着陸料の引き下げが可能となれば、LCC

をどんどん呼び込める」という期待の声が多く聞かれる。しかし、事態はそう簡単ではな

い。航空業界の方に伺うと、「飛行機を飛ばすコストに占める着陸料のウェイトはさほど高

くはなく、着陸料は一つの誘因ではあるが、それが全てではない」ということである。それ

では何が重要なのであろうか。当然のことではあるが、飛行機に乗る利用者が十分確保でき

るか否かが決定的なポイントである。すなわち、空港民営化と同時に、北海道へ行きたいと

いうお客を如何に増やせるか、北海道観光の魅力を如何に高めることが出来るかが、北海道

観光の国際競争力強化の原点であるということを改めて認識する必要がある。空港民営化と

北海道観光の振興策強化は、北海道観光の更なる活性化にとって、正に「車の両輪」であ

る。空港民営化と同時に、北海道観光を更に魅力あるものとするための観光施策を強力に推

進しなければならない。この意味で、「空港民営化の＜鍵＞を握るのは今後の観光施策の如

何」であるということが出来よう。

（平成２８年６月２８日 北洋銀行会長 横内 龍三）

ｏ．２４１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２７　　　　　経済コラム　北斗星３  2016.07.20 18.58.27  Page 27 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 ９４．８ △２．６ ９７．４ △１．０ ９５．６ △０．５ ９６．３ △１．２ １００．６ △３．３ １０６．８ １．８

２７年１～３月 ９７．１ １．７ ９９．３ １．１ ９７．１ １．８ ９８．２ ０．７ １０７．０ ２．８ １１３．３ ０．９
４～６月 ９５．２ △２．０ ９８．０ △１．３ ９７．１ ０．０ ９６．９ △１．３ １０２．１ △４．６ １１３．９ ０．５
７～９月 ９５．４ ０．２ ９７．０ △１．０ ９５．７ △１．４ ９６．２ △０．７ １０１．３ △０．８ １１３．３ △０．５
１０～１２月 ９４．２ △１．３ ９７．１ ０．１ ９４．９ △０．８ ９６．６ ０．４ １００．３ △１．０ １１２．７ △０．５

２８年１～３月 ９３．３ △１．０ ９６．１ △１．０ ９２．９ △２．１ ９４．７ △２．０ １０３．５ ３．２ １１５．４ ２．４
２７年 ５月 ９３．０ △３．９ ９６．７ △２．２ ９５．７ △１．８ ９６．２ △１．４ １０２．１ △２．９ １１３．０ △０．３

６月 ９５．７ ２．９ ９８．３ １．７ ９８．０ ２．４ ９６．８ ０．６ １０２．１ ０．０ １１３．９ ０．８
７月 ９５．１ △０．６ ９７．４ △０．９ ９６．５ △１．５ ９６．２ △０．６ １０２．６ ０．５ １１３．２ △０．６
８月 ９６．６ １．６ ９６．７ △０．７ ９５．７ △０．８ ９６．４ ０．２ １０２．６ ０．０ １１３．４ ０．２
９月 ９４．５ △２．２ ９７．０ ０．３ ９４．８ △０．９ ９６．１ △０．３ １０１．３ △１．３ １１３．３ △０．１
１０月 ９４．６ ０．１ ９８．２ １．２ ９４．５ △０．３ ９８．６ ２．６ １００．９ △０．４ １１１．９ △１．２
１１月 ９４．４ △０．２ ９７．１ △１．１ ９５．５ １．１ ９６．２ △２．４ １００．３ △０．６ １１２．３ ０．４
１２月 ９３．７ △０．７ ９５．９ △１．２ ９４．７ △０．８ ９４．９ △１．４ １００．３ ０．０ １１２．７ ０．４

２８年 １月 ９３．２ △０．５ ９８．３ ２．５ ９２．４ △２．４ ９６．８ ２．０ １０３．０ ２．７ １１２．４ △０．３
２月 ９２．６ △０．６ ９３．２ △５．２ ９０．７ △１．８ ９２．８ △４．１ １０３．３ ０．３ １１２．２ △０．２
３月 ９４．２ １．７ ９６．７ ３．８ ９５．７ ５．５ ９４．５ １．８ １０３．５ ０．２ １１５．４ ２．９
４月 r ９３．９ △０．３ ９７．２ ０．５ r ９３．９ △１．９ ９６．０ １．６ r１０５．０ １．４ １１３．４ △１．７
５月 p９０．２ △３．９ ９４．７ △２．６ p９０．２ △３．９ ９３．５ △２．６ p１０３．１ △１．８ １１３．９ ０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３

２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ ４９，３５４△３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４６ △６．９ １８３，４６８ △３．４ ３２，４０７ △２．３
４～６月 ２３８，７０６ ４．４ ４９，４２３ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ １９０，７０３ ４．５ ３３，３８９ ５．０
７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２
１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７

２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ ３１，６５１ ３．５
２７年 ５月 ８１，６６０ ５．６ １６，９２９ ６．３ １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ ６５，３０４ ５．７ １１，５１０ ６．５

６月 ７８，５４４ ０．３ １６，４１３ ０．６ １６，００２ △２．７ ５，３９３ △０．２ ６２，５４２ １．０ １１，０２０ １．０
７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１
８月 ７９，１７６ ３．０ １６，０５６ ２．６ １５，７９７ ０．２ ４，８３２ ２．０ ６３，３７９ ３．８ １１，２２５ ３．２
９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４
１０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０
１１月 ７８，１４９ ０．１ １６，４９０△０．８ １７，７９２ △３．９ ５，９９２ △２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１
１２月 １０２，６０２ ３．３ ２０，９２５ ０．９ ２４，４４６ ０．５ ７，８２６ △０．１ ７８，１５５ ３．９ １３，０９９ １．２

２８年 １月 ８０，７４４ ５．１ １６，９１３ ２．１ １８，５３３ △０．１ ５，８６９ △２．１ ６２，２１１ ６．４ １１，０４４ ４．３
２月 ７２，９０８ ４．７ １４，８８６ ３．３ １５，８０８ △３．３ ４，９１２ △０．３ ５７，１００ ６．９ ９，９７４ ５．０
３月 ８１，０３３ ２．２ １６，４６３△０．２ １８，７０３ △２．５ ５，８３１ △３．２ ６２，３３０ ３．４ １０，６３３ １．３
４月 ７５，５２３ １．２ １５，４５６△０．１ １５，０８１ △３．６ ５，０１２ △４．０ ６０，４４３ ２．５ １０，４４３ １．９
５月 ７７，１５２△０．６ １５，９７８△１．９ １５，６０３ △４．６ ５，１２５ △５．４ ６１，５４９ ０．５ １０，８５４ △０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１６年８月号

ｏ．２４１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2016.07.13 19.16.55  Page 28 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，６７０ ９．０ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５８ ２．０

２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．８ ５２，４２７ ２．１ １２，５２０ △１．６ ２４，８８６ △１１．４ ７，１４９ △１１．６
４～６月 ２９，２６３ ７．３ ９，７１１ ５．２ ５３，６９３ ５．１ １３，３８１ １２．４ ３６，７３５ ４．１ ８，７５０ ３．９
７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０４４ ９．４ １３，７２６ ７．８ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６
１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ ５８，４８７ １０．６ １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５

２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ １３，５８２ ８．５ ２５，３３１ １．８ ７，２９５ ２．０
２７年 ５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ １７，７４２ １７．０ ４，６１９ １５．１ １３，８０８ ６．２ ３，１９３ ７．８

６月 ９，６３９△１．５ ３，２５２△４．６ １８，８９０ ９．２ ４，５４０ ８．８ １１，２４５ △２．４ ２，７０２ △１．３
７月 １１，１９５ ９．３ ４，１３５ ４．８ １９，５８３ ８．０ ４，７０９ ７．６ １１，６３６ ５．４ ２，８３１ １．９
８月 １２，１９８ ８．１ ３，８０４ ６．７ ２０，３６１ １１．０ ４，６７５ ９．１ １１，２３５ ０．６ ２，８６２ ３．７
９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ １９，１００ ９．３ ４，３４２ ６．５ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３
１０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ １９，１６１ １１．１ ４，５５１ ９．７ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２
１１月 １１，２５５△３．０ ３，３５８△３．７ １９，１９８ １０．８ ４，４３２ ７．３ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △２．３
１２月 １５，２２２ ６．６ ４，５７５△２．８ ２０，１２８ １０．０ ５，０００ ５．７ １３，８８６ △１．３ ３，３７６ △２．７

２８年 １月 １３，０８８ １０．２ ３，７３７ ３．２ ２０，４５５ ８．１ ４，４４７ ８．０ ８，６３６ ３．８ ２，４３１ ３．１
２月 ９，８９８ ３．７ ２，９８９△１．２ １９，６１３ １３．９ ４，４３６ １０．８ ７，２２７ ３．７ ２，２３４ ２．３
３月 １３，５２０△０．３ ３，８１８△６．３ １８，５２８ １３．８ ４，６９８ ６．８ ９，４６８ △１．３ ２，６３０ ０．９
４月 １０，３３５ ５．５ ３，１３７△０．９ １９，２２３ １２．７ ４，６２５ ９．５ １１，６８２ ０．０ ２，９４９ ３．３
５月 ９，８７２ ０．５ ３，２２４△２．１ １９，０２８ ７．２ ４，７９４ ３．８ １４，０１１ １．５ ３，１４８ △１．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ r １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６

２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３５１ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２０ ２．７ ２８８ ４６．５
４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２３１ ６．５ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ r ２，９４０ ３．９ ２３５ ４７．９
７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７
１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７

２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７
２７年 ５月 ４５，６４０ ３．８ ９，３４８ ６．５ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ r １，０３５ ４．４ ８５ ４７．４

６月 ４４，９５３ １．２ ９，０８７ ４．７ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ ８１ ４１．２
７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ １３０ ２６．２
８月 ５０，３７２ ３．２ ９，９６１ ５．５ ２３９，５４３ △６．６ ２９１，１５６ ３．２ １，４０４ ０．６ １１４ ３２．８
９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ ８１ ３５．４
１０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ ９６ ３０．４
１１月 ４３，８７８ ２．１ ８，９９０ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △２．５ ９５９ ３．４ ７７ ２１．９
１２月 ４７，５４３ ２．０ ９，７１８ ５．１ ２９２，９３９ ２．２ ３１８，２５４ △４．２ ９９４ ７．２ １３５ ３６．４

２８年 １月 ４２，５５１ １．６ ８，８４９ ４．８ ２５１，２９６ ０．９ ２８０，９７３ △３．１ ９１４ ７．７ １３９ ４６．７
２月 ４０，２４７ ４．９ ８，４５３ ７．６ ２３６，１６９ ０．６ ２６９，７７４ １．６ ９３４ ４．４ １４１ ２７．５
３月 ４４，０５７ １．１ ９，３７１ ３．５ ２６２，７５０ △５．８ ３００，８８９ △５．３ １，０３２ ５．６ ９５ １６．６
４月 ４３，１１４ ０．８ ９，１９０ ４．５ ２５６，１８９ △１．２ ２９８，５２０ △０．７ ９３５ １３．７ ７５ ８．１
５月 ４６，２８３ １．４ ９，５９３ ２．６ ２４３，９０３ △３．１ ２８１，８２７ △１．６ １，０９８ ６．１ p ８４ △１．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１６年８月号

ｏ．２４１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2016.07.13 19.16.55  Page 29 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，２７８ △１．６ １０１，８３８ ４．１

２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３
４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４
７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９
１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１

２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４
２７年 ５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３

６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６
７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８
８月 ３，４５０ ２２．３ ８０３ ８．８ ２２４ ４０．４ ３，６７５ △５．６ ６，５８２ △３．５
９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７
１０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３
１１月 ３，１５５ △８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △５．５ ６，６８６ １．２
１２月 ２，７５９ ０．９ ７５５ △１．３ ７９ △２０．５ ３，４６２ ６．５ ８，５１６ △３．６

２８年 １月 １，１８６ １７．１ ６７８ ０．２ ５６ △９．０ ３，０５９ △１１．９ ７，２９５ ８．４
２月 １，５７８ ０．９ ７２８ ７．８ ６２ △７１．３ ３，５５８ △１２．４ ７，３６１ △０．７
３月 ２，６５０ １６．０ ７５７ ８．４ １７１ １８５．４ ３，５８９ ２０．７ １４，１７７ ３．２
４月 ３，５６６ ４．８ ８２４ ９．０ １３６ △２６．５ ３，２７９ △２３．２ ７，７２１ △８．２
５月 ３，６８４ ３２．９ ７８７ ９．８ １７９ ８．６ ４，４８４ １５．０ ６，７５７ △１１．７

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６

２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５
４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０
７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０
１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９

２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５
２７年 ５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２

６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８
７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１
８月 １１，１４８ △５．０ ３，５０６ １．６ ４，１２２ ２．５ ３，５２０ △１７．５ ２７１，３８６ △３．５
９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４
１０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０
１１月 １１，９１９ △７．０ ３，５５７ △０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △７．６
１２月 １０，８２８ △１２．７ ３，９６５ ２３．９ ３，３２１ △９．６ ３，５４２ △３６．０ ３０７，８５９ △１４．６

２８年 １月 １１，６８７ ３．７ ４，５３２ ５０．３ ３，３３８ △１４．３ ３，８１７ △１２．４ ３２８，９９４ △４．４
２月 １３，３７３ △２．４ ４，８１４ １９．６ ３，８４７ △９．９ ４，７１２ △１２．９ ３８２，１１４ △７．５
３月 ２３，０１５ △１０．５ ８，４０３ ０．９ ７，２１３ △７．８ ７，３９９ △２２．６ ５３２，４６８ △９．３
４月 １３，５９３ ３．８ ４，３８５ ８．５ ５，３９３ ３．４ ３，８１５ △０．５ ２６９，２５０ ２．２
５月 １２，２４９ △１．２ ４，２１８ １７．２ ４，２５２ △９．３ ３，７７９ △８．０ ２７５，５０５ △１．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１６年８月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３

２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５
４～６月 ３６２，４４０ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．４
７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ ０．９９ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４
１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１

２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２
２７年 ５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ ３．４ ３．４

６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ↓ ３．４
７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ ↑ ３．４
８月 ６１，３２４ △１８．１ １１，１３２ △１．３ ０．９８ １．０８ ３０，２１７ ７．１ ７１９，６３９ ４．０ ３．３ ３．４
９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ↓ ３．４
１０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ ↑ ３．１
１１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ ３．４ ３．２
１２月 １５，９３２ △３１．７ ８，０８６ △９．６ １．０１ １．２１ ２５，０１６ ４．９ ６７０，２７０ ５．７ ↓ ３．１

２８年 １月 ５，８２８ △５１．８ ６，５３５ △２．６ ０．９９ １．２３ ３１，９０９ △０．２ ８４６，２８２ １．３ ↑ ３．２
２月 ６，５３０ △５４．２ ６，９６８ △２．２ ０．９９ １．２３ ３３，１８５ ６．１ ８４３，７１１ ８．７ ３．８ ３．２
３月 ８３，６２３ ３９．３ １３，３９５ ５．０ ０．９７ １．２１ ３３，２０８ △１．１ ８１８，４５８ ５．３ ↓ ３．３
４月 １５２，０１８ １．９ ２０，３０１ １０．６ ０．９２ １．１２ ３４，２４７ １．４ ８００，６１８ ３．５ － ３．４
５月 １３６，７２９ ３０．２ １１，４５３ １．４ ０．９５ １．１１ ３０，５９９ ３．１ ７４９，６６０ １０．０ － ３．２

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 １０３．９ △０．５ １０３．２ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９

２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７
４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６
７～９月 １０４．４ △０．５ １０３．４ △０．１ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８
１０～１２月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．０ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４

２８年１～３月 １０２．９ △０．５ １０２．６ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９
２７年 ５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３

６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６
７月 １０４．４ △０．４ １０３．４ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５
８月 １０４．４ △０．４ １０３．４ △０．１ ２６ △７．１ ６３２ △１３．０ １２３．２３ １８，８９０
９月 １０４．３ △０．６ １０３．４ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８
１０月 １０４．４ △０．６ １０３．５ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３
１１月 １０４．４ △０．５ １０３．４ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △３．３ １２２．５４ １９，７４７
１２月 １０４．０ △０．７ １０３．３ ０．１ ２２ △４．３ ６９９ １．８ １２１．８４ １９，０３４

２８年 １月 １０３．０ △０．７ １０２．６ ０．０ １９ △１７．４ ６７５ △６．３ １１８．２５ １７，５１８
２月 １０２．８ △０．３ １０２．５ ０．０ ２２ １０．０ ７２３ ４．４ １１５．０２ １６，０２７
３月 １０３．０ △０．７ １０２．７ △０．３ ２７ △３０．８ ７４６ △１３．１ １１３．０７ １６，７５９
４月 １０３．４ △０．６ １０２．９ △０．３ ２３ △４．２ ６９５ △７．１ １０９．８８ １６，６６６
５月 １０３．５ △０．６ １０３．０ △０．４ １８ １２．５ ６７１ △７．３ １０９．１５ １７，２３５

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１６年８月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 ４７７，１７９ １．８ ７４１，１７４ △０．７ １，１３２，７６３ △１６．１ ７５２，０４８ △１０．３

２７年１～３月 １１６，１８３ △８．１ １９０，０８４ ９．０ ３４９，２９３ △３３．８ ２０３，７１４ △９．４
４～６月 １１４，６５１ ５．１ １８７，９１３ ６．７ ２９７，６５７ △１．５ １９１，２５９ △５．３
７～９月 １３５，７８７ １７．４ １８９，５６４ ３．７ ２９９，４７８ △７．４ １９９，０６６ △５．９
１０～１２月 １２７，１８６ △０．３ １８８，５７８ △４．６ ２８９，１４０ △２２．８ １９０，０１６ △１３．９

２８年１～３月 ９９，５５５ △１４．３ １７５，１１９ △７．９ ２４６，４８８ △２９．４ １７１，７０７ △１５．７
２７年 ５月 ３４，１２２ ８．７ ５７，３７９ ２．４ １０１，６１７ １０．８ ５９，５３２ △８．７

６月 ３７，６３１ １４．２ ６５，０４７ ９．５ ９３，６６２ △０．５ ６５，６５６ △３．１
７月 ５３，５７５ ４２．５ ６６，６２９ ７．６ １０７，７１８ ３．９ ６９，２４３ △３．３
８月 ４２，３５９ ２１．１ ５８，８０２ ３．１ １００，２０８ △５．１ ６４，４７７ △３．２
９月 ３９，８５２ △７．６ ６４，１３３ ０．５ ９１，５５２ △１９．７ ６５，３４６ △１１．０
１０月 ４５，４７５ ６．９ ６５，４１３ △２．２ ９１，２０１ △２０．１ ６４，３６５ △１３．４
１１月 ３８，９０１ △３．５ ５９，７８７ △３．４ ９０，９１０ △２７．５ ６３，６６２ △１０．２
１２月 ４２，８１０ △４．２ ６３，３７８ △８．０ １０７，０２９ △２０．７ ６１，９８９ △１８．０

２８年 １月 ３３，３９８ △２３．６ ５３，５１４ △１２．９ ８５，８２７ △３２．９ ５９，９９１ △１７．８
２月 ３０，９７９ △３．７ ５７，０３７ △４．０ ７５，４６４ △２８．６ ５４，６３８ △１４．２
３月 ３５，１７８ △１２．７ ６４，５６８ △６．８ ８５，１９６ △２６．４ ５７，０７７ △１４．９
４月 ３４，０７８ △２０．６ ５８，８９１ △１０．１ r ６４，９９２ △３６．５ r ５０，６８５ △２３．３
５月 ２８，４８８ △１６．５ ５０，９１８ △１１．３ p ７０，５２２ △３０．６ p ５１，３２３ △１３．８

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０６ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，２９１ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８

２７年１～３月 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
４～６月 １４９，８７６ ２．７ ６，７６０，８９３ ３．９ ９４，０１９ １．６ ４，５０１，４５２ ３．４
７～９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５５ ３．５ ９４，６８８ １．７ r４，５５８，７３９ ３．４
１０～１２月 １４９，１７２ １．０ ６，７５７，７４１ ２．７ ９６，４３８ １．６ r４，６１２，９８５ ３．２

２８年１～３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２７年 ５月 １４８，６５９ ２．５ ６，７５９，４０６ ４．４ ９３，８６５ ０．９ ４，４８２，１０６ ３．４

６月 １４９，８７６ ２．７ ６，７６０，８９３ ３．９ ９４，０１９ １．６ ４，５０１，４５２ ３．４
７月 １４７，６５０ ２．２ ６，７１０，４２９ ４．５ ９４，４２７ １．９ ４，５０８，４５２ ３．８
８月 １４８，２４９ １．９ ６，７０６，８７５ ４．１ ９４，５２４ １．６ ４，５１３，２６２ ３．７
９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５５ ３．５ ９４，６８８ １．７ r４，５５８，７３９ ３．４
１０月 １４７，６５８ ２．８ ６，７０３，３９１ ４．０ ９５，００６ １．７ r４，５３７，６０９ ３．６
１１月 １４７，６７５ １．１ ６，７７０，４８３ ３．５ ９５，５７３ １．８ r４，５６２，３５８ ３．３
１２月 １４９，１７２ １．０ ６，７５７，７４１ ２．７ ９６，４３８ １．６ r４，６１２，９８５ ３．２

２８年 １月 １４８，０４１ １．６ ６，７４４，０７３ ２．９ ９６，３３３ ２．０ ４，６０１，４１３ ３．５
２月 １４７，６３７ ０．７ ６，８４８，３１７ ３．９ ９６，１９２ １．７ ４，５８８，３７３ ２．９
３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４月 １５１，１９８ ２．５ ７，１１６，９７７ ６．０ ９６，３０１ ２．７ ４，６０３，７５７ ２．９
５月 １５１，９２７ ２．２ ７，１２８，１４５ ５．５ ９６，２５６ ２．５ ４，６００，９７８ ２．７

資料 日本銀行

主要経済指標（５）
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●道内経済の動き
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